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その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

17年度 平成18年度

.

平成19年度 平成20

事

年度 平成21年度 平成

業

22年度 平成23年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成17年度 平成18

付

年度 平成19年度 平成

け

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成17年度 平成

名

18年度 平成19年度

事

平成20年度 平成21

業

年度 平成22年度 平成

担

23年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成19年

科

度の主な取組と成果

平

目

成19年度
の検証結果

事

平成20年度  実施

業

計画事業評価シート 頁

種

金融相談事業

経済部　

類

産業振興課

01－07 ハ0102－01000 ー0 ○ ●

04 基本目標４

ド

　　活力とにぎわいに

ソ

満ちたまち
総合計画の

フ

01 ①〈持続可能〉　

ト

産業の発展を持続させ

根

る
位置付け

02 2 産

拠

業の経営基盤を強化す

法

る

平塚市中小企業等融令 資制度要綱

融資を受け

等

ようとする中小企業 平対 成１６年度 ～ 

□ □

象

■ □ 湘南経営支援パー

・

トナーズ

融資を受けよ

受

うとする中小企業者が

益

、金融相談窓口を活用

者

して 中小企業者の経営

事

の安定と振興を図るた

業

め、各種融資制度の紹

期

、経営の健全化が図ら

間

れています。 介など経

委

営改善相談業務を行い

託

ます。

「金融のしおり

、

」発行部数 部

－

3,0

協

00 3,000 3,0

働

00

3,000

融資相

【

談件数 件

－

800 80

委

0 800

674

①：予

託

定どおり

金融総合案内

：

窓口で専門相談員が、

3

国、県、市の融資につ

セ

いて相談を受付け、ア

ク

ドバイスを行った。融

・

資を受けようとする中

財

小
企業者に対して、経

団

営の健全化を促進する

企

ことができた。

Ｂ：お

業

おむね成果があがった

ＮＰＯ
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位

.45 0.45 0.4

施

5 0.00 0.00

0

策

.00 0.00 0.0

へ

0 0.00 0.00 0

の

.00 0.00

0 0 3

貢

,776 3,776 3

献

,776 0 0

0 0 7,

高

266 8,884 7,

市

839 0 0

● ○ ○ ○ ○

民

○ ○

金融総合案内窓口

満

の存在が広く知られる

足

ようになり、定着して

度

きている。

市民満足度

を

を高めるような相談を

高

推進するとともに、相

め

談者のニーズに応じた

る

方策を研究する。

市で

方

は中小企業者への融資

策

に関する国、県、市の

業

様々な
情報を提供して

有

いる。利用者に一番適

効

した融資等には専
門知

性

識を必要とするが、専

継

門家に委託することで

続

、融資
を受ける中小企

に

業者の利便性を確保し

よ

、融資の迅速な対
応が

る

できる。またチャレン

成

ジアップ資金のモニタ

果

リング
を行うなど、確

向

実な成果が得られてい

上

るので、この事業
は継

の

続していく。

可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平

項

成20年度 平成21年

目

度 平成22年度 平成2

分

3年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 計画額 計画

の

額 計画額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展

す

開（担当課としての提

る

案）
平成21年度の事

分

業の方向性

現状の規模

析

で継続 拡大して継続 縮

・

小して継続 廃止 休止 終

課

了 他事業と統合

＜判断

題

理由＞

平成21年度の

の

取組方針

課長コメント

抽

■ 融資相談を希望する

出

事業者は数多いが、総

総

合的に相談で
●■ きる

合

窓口は少なく、必要性

評

は高い。

■ ○
□
□ 融資

価

相談のみならず、申請

市

書類記入のアドバイス

民

も行い
●■ 、融資を受

ニ

けようとする市民の満

ー

足度は高い。

□ ○
□
■

ズ

事業者の融資相談のほ

高

か、新創業に関する相

事

談も受付け
●

□ ており

業

、総合案内窓口として

目

の妥当性は高い。
○

□

的

○
□
□ 税理士、中小企

の

業診断士、金融アドバ

達

イザーなどで構成
●

□

成

しているＮＰＯ法人と

状

の協働により行ってい

況

る事業であ
○

■ り、効

必

率性は高い。
○

□

相談

要

業務の更なる拡充を図

性

る。

相談窓口の開設と

市

相談窓口の開設と相談

の

窓口の開設と

金融のし

関

おりの作金融のしおり

与

の作金融のしおりの作

の

成・配布 成・配布 成・

必

配布

0 0 0 0 0 0 0

0

要

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

性

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

低

0 0 3,490 5,1

事

08 4,063 0 0

0

そ

0 3,490 5,10

の

8 4,063 0 0

0.

他

00 0.00 85.9

上

0

0.00 0.00 0




